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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期 

第２四半期 
連結累計期間 

第48期 
第２四半期 
連結累計期間 

第47期 
第２四半期 
連結会計期間 

第48期 
第２四半期 
連結会計期間 

第47期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  12,271,867  16,233,358  6,343,606  8,163,678  28,176,270

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △471,979  68,623  △274,929  42,136  97,913

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 △528,580  48,106  △304,232  19,592  △422,781

純資産額（千円） － －  11,633,378  11,572,123  11,700,516

総資産額（千円） － －  19,093,852  19,244,391  20,071,636

１株当たり純資産額（円） － －  685.01  681.39  688.57

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △31.12  2.83  △17.91  1.15  △24.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  60.9  60.1  58.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 558,719  △28,766 － －  405,458

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △509,297  △164,028 － －  △936,994

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 330,094  △80,563 － －  650,808

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,453,027  880,363  1,199,747

従業員数（人） － －  2,989  3,143  3,244
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（期間社員及び嘱託社員他）は［ ］内に当第２四半期連結会計期

間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（期間社員及び嘱託社員他）は［ ］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 3,143  [697]

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 735  [234]
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示しており、最終工程の生産実績をセグメント別に集計し、連結会社間取引消去前の数

値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

車載電装品事業（千円）  5,306,238  －

ホームエレクトロニクス事業（千円）  2,633,278  －

情報通信機器事業（千円）  846,658  －

報告セグメント計（千円）  8,786,175  －

その他（千円）  633,919  －

合計（千円）  9,420,095  －

セグメントの名称 受注高(千円) 
前年同四半期比

（％） 
受注残高(千円) 

前年同四半期比
（％） 

車載電装品事業  4,826,794  －  1,525,152  －

ホームエレクトロニクス事業  1,674,679  －  459,703  －

情報通信機器事業  760,347  －  222,991  －

報告セグメント計  7,261,821  －  2,207,846  －

その他  456,308  －  100,328  －

合計  7,718,130  －  2,308,174  －
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(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  （注）ヤマハ発動機㈱に対する前第２四半期連結会計期間の販売実績は618,307千円、総販売実績に対する割合は

9.7％であります。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

車載電装品事業（千円）  4,913,164  －

ホームエレクトロニクス事業（千円）  1,879,177  －

情報通信機器事業（千円）  828,055  －

報告セグメント計（千円）  7,620,398  －

その他（千円）  543,280  －

合計（千円）  8,163,678  －

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

スズキ㈱  1,095,884  17.3  1,607,368  19.7

ヤマハ発動機㈱  －  －  1,298,522  15.9

パナソニック㈱  953,055  15.0  912,580  11.2

パナソニック電工㈱  809,724  12.8  891,105  10.9

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間における経済情勢は、各国政府の経済対策やアジア地域の経済成長により緩やかな回復

を見せてまいりましたが、米中経済の減速、急激な円高などにより先行き不透明な状況が続いております。 

 このような状況の中、当第２四半期連結会計期間における業績は、車載電装品の販売が増加したことにより売上高

は8,163百万円（前年同期比28.7％増）、営業利益は143百万円（前年同期は営業損失162百万円）となりましたが、

円高による為替換算損失により経常利益は42百万円（同 経常損失274百万円）、四半期純利益は19百万円（同 四

半期純損失304百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

①車載電装品事業  

 車載電装品事業では、車載・船舶用ワイヤーハーネスの販売増により、売上高4,913百万円、営業利益19百万

円となりました。 

②ホームエレクトロニクス事業 

 ホームエレクトロニクス事業では、洗濯機用電子制御基板の販売増により、売上高1,879百万円、営業利益66

百万円となりました。 

③情報通信機器事業  

 情報通信機器事業では、プリンター用電子制御基板の販売増により、売上高828百万円、営業利益57百万円と

なりました。 

④その他  

 その他事業では、売上高543百万円、営業利益15百万円となりました。 

  

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、880百万円となりまし

た。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において営業活動による資金の取得は、439百万円（前年同期は417百万円の取得）と

なりました。これは主に、売上債権の減少328百万円及び棚卸資産の減少969百万円を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において投資活動による資金の支出は、71百万円（前年同期は220百万円の支出）と

なりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が78百万円あったことを反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において財務活動による資金の支出は、263百万円（前年同期は150百万円の取得）と

なりました。これは主に、借入金の減少額244百万円を反映したものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、35百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 なお、重要な設備の売廃却の計画はありません。  

（注）１．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

   ２．「着手及び完了予定年月」の着手は、工場建設着手年月であります。 

   ３．第一工場の建替えは、工場の老朽化と将来に向け必要スペースを確保するために建設するものであり、

生産能力の増加に大きな影響はありません。 

第３【設備の状況】

会社名 
事業所名 

所在地 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定
年月 完成後

の増加
能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 

着手 完了 

浙江雅士

迪電子有

限公司 

中国 

浙江省  

車載電装

品事業 

第一工場

建替え 
260,000 － 

借入金

及び自

己資金 

平成23年

１月  

平成23年

10月 
(注)３ 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  48,000,000

計  48,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  17,085,034  17,085,034

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  17,085,034  17,085,034 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成22年７月１日～

平成22年９月30日 
 －  17,085,034  －  2,476,232  －  2,675,056
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 （注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係るものでありま

す。 

(6)【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

朝元 愃融 静岡県浜松市中区  2,353  13.77

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED 

STOCK FUND  
40 WATER STREET，BOSTON MA 02109 U.S.A.  1,683  9.85

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 
（東京都千代田区丸の内2-7-1）            

ＡＳＴＩ共栄会  静岡県浜松市南区米津町2804   1,411  8.26

ＡＳＴＩ従業員持株会  静岡県浜松市南区米津町2804   851  4.98

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区  449  2.63

株式会社名古屋銀行 愛知県名古屋市中区錦3-19-17  396  2.32

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町1-10  360  2.11

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6   311  1.82

岩崎 泰次 静岡県静岡市駿河区  216  1.26

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3  207  1.21

計 －  8,238  48.22
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

(7)【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    107,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     16,832,000  16,832 － 

単元未満株式 普通株式    146,034 － 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  17,085,034 － － 

総株主の議決権 －  16,832 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 ＡＳＴＩ株式会社 
 静岡県浜松市南区 

 米津町2804 
 107,000  －  107,000  0.63

計 －  107,000  －  107,000  0.63

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  310  294  290  284  262  251

最低（円）  250  229  243  240  233  227

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 880,363 1,199,747 

受取手形及び売掛金 7,334,404 7,158,205 

商品及び製品 637,931 542,275 

仕掛品 354,989 312,347 

原材料及び貯蔵品 2,029,646 2,269,845 

その他 569,580 665,932 

貸倒引当金 △667 △655 

流動資産合計 11,806,247 12,147,697 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,593,788 ※1  5,636,605 

減価償却累計額 △3,015,793 △2,912,656 

建物及び構築物（純額） 2,577,994 2,723,949 

機械装置及び運搬具 4,137,904 4,439,765 

減価償却累計額 △2,840,693 △2,979,837 

機械装置及び運搬具（純額） 1,297,210 1,459,928 

土地 2,051,905 2,060,008 

その他 3,017,324 3,040,200 

減価償却累計額 △2,492,627 △2,414,909 

その他（純額） 524,697 625,290 

有形固定資産合計 6,451,807 6,869,176 

無形固定資産   

その他 116,788 129,011 

無形固定資産合計 116,788 129,011 

投資その他の資産   

投資有価証券 299,106 352,788 

前払年金費用 482,553 484,704 

その他 112,487 112,808 

貸倒引当金 △24,600 △24,550 

投資その他の資産合計 869,547 925,751 

固定資産合計 7,438,143 7,923,939 

資産合計 19,244,391 20,071,636 
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,279,743 2,978,782 

短期借入金 3,457,775 3,179,000 

未払法人税等 15,483 25,484 

賞与引当金 363,589 269,033 

製品保証引当金 56,606 54,271 

その他 586,103 704,515 

流動負債合計 6,759,300 7,211,088 

固定負債   

長期借入金 655,592 923,867 

退職給付引当金 16,608 17,868 

資産除去債務 2,792 － 

その他 237,974 218,295 

固定負債合計 912,966 1,160,031 

負債合計 7,672,267 8,371,120 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,476,232 2,476,232 

資本剰余金 2,640,082 2,640,082 

利益剰余金 6,697,964 6,734,789 

自己株式 △49,775 △49,076 

株主資本合計 11,764,504 11,802,028 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 33,211 61,772 

為替換算調整勘定 △229,041 △171,477 

評価・換算差額等合計 △195,830 △109,704 

少数株主持分 3,449 8,193 

純資産合計 11,572,123 11,700,516 

負債純資産合計 19,244,391 20,071,636 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 12,271,867 16,233,358 

売上原価 11,590,666 14,575,380 

売上総利益 681,201 1,657,977 

販売費及び一般管理費   

製品保証引当金繰入額 4,975 8,607 

給料及び賞与 427,919 474,809 

賞与引当金繰入額 71,971 108,454 

退職給付引当金繰入額 42,092 37,934 

その他 629,806 694,792 

販売費及び一般管理費合計 1,176,763 1,324,597 

営業利益又は営業損失（△） △495,562 333,379 

営業外収益   

受取利息 3,094 3,981 

受取配当金 2,549 2,182 

負ののれん償却額 10,470 － 

保険解約返戻金 52,536 6,026 

助成金収入 32,479 － 

その他 43,558 33,476 

営業外収益合計 144,688 45,667 

営業外費用   

支払利息 26,498 25,940 

為替差損 60,943 271,734 

その他 33,663 12,748 

営業外費用合計 121,105 310,423 

経常利益又は経常損失（△） △471,979 68,623 

特別利益   

固定資産売却益 529 3,136 

補助金収入 7,475 － 

その他 260 － 

特別利益合計 8,265 3,136 

特別損失   

固定資産処分損 3,370 25,926 

固定資産圧縮損 7,475 － 

投資有価証券評価損 － 16,038 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,007 

特別損失合計 10,845 45,972 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△474,559 25,787 

法人税等 54,201 △16,534 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 42,322 

少数株主損失（△） △180 △5,784 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △528,580 48,106 

- 13 -



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,343,606 8,163,678 

売上原価 5,951,100 7,344,161 

売上総利益 392,506 819,517 

販売費及び一般管理費   

製品保証引当金繰入額 4,260 3,749 

給料及び賞与 220,768 240,814 

賞与引当金繰入額 18,535 59,892 

退職給付引当金繰入額 21,432 19,312 

その他 289,747 352,557 

販売費及び一般管理費合計 554,744 676,326 

営業利益又は営業損失（△） △162,237 143,190 

営業外収益   

受取利息 1,194 2,614 

受取配当金 629 551 

保険解約返戻金 46,843 5,305 

助成金収入 32,479 － 

その他 29,170 19,795 

営業外収益合計 110,318 28,267 

営業外費用   

支払利息 15,439 13,191 

為替差損 187,362 113,952 

その他 20,208 2,177 

営業外費用合計 223,010 129,321 

経常利益又は経常損失（△） △274,929 42,136 

特別利益   

固定資産売却益 － 213 

補助金収入 7,475 － 

その他 255 － 

特別利益合計 7,730 213 

特別損失   

固定資産処分損 3,875 19,584 

固定資産圧縮損 7,475 － 

投資有価証券評価損 － 16,038 

特別損失合計 11,350 35,622 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△278,548 6,727 

法人税等 25,683 △10,920 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 17,648 

少数株主損失（△） － △1,943 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △304,232 19,592 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△474,559 25,787 

減価償却費 494,209 425,934 

負ののれん償却額 △10,470 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △260 61 

賞与引当金の増減額（△は減少） △105,025 94,555 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,744 2,334 

前払年金費用の増減額（△は増加） △55,910 2,225 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △9,583 

受取利息及び受取配当金 △5,643 △6,163 

支払利息 26,498 25,940 

固定資産除売却損益（△は益） 2,024 22,789 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,007 

保険返戻金 △52,536 △6,026 

投資有価証券評価損益（△は益） － 16,038 

売上債権の増減額（△は増加） 786,245 △248,483 

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,675 16,032 

その他の資産の増減額（△は増加） 53,951 109,788 

仕入債務の増減額（△は減少） 541,616 △563,798 

その他の負債の増減額（△は減少） △409,220 △49,627 

為替差損益（△は益） △46,257 145,772 

その他 585 864 

小計 728,827 8,451 

利息及び配当金の受取額 5,643 6,163 

利息の支払額 △27,339 △26,693 

法人税等の支払額 △148,411 △16,687 

営業活動によるキャッシュ・フロー 558,719 △28,766 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △742,527 △171,064 

有形固定資産の売却による収入 13,103 5,981 

無形固定資産の取得による支出 △3,834 － 

投資有価証券の取得による支出 △3,723 △3,429 

保険積立金の解約による収入 235,641 15,196 

その他 △7,958 △10,713 

投資活動によるキャッシュ・フロー △509,297 △164,028 
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 300,000 

長期借入れによる収入 300,000 － 

長期借入金の返済による支出 △264,500 △289,500 

リース債務の返済による支出 △4,837 △5,787 

自己株式の純増減額（△は増加） △207 △699 

少数株主への払戻による支出 △15,028 － 

配当金の支払額 △85,331 △84,576 

財務活動によるキャッシュ・フロー 330,094 △80,563 

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,622 △46,026 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 383,138 △319,384 

現金及び現金同等物の期首残高 1,069,889 1,199,747 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,453,027 ※  880,363 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、税金等調整前四半期純利益が4,033千円減少しておりま

す。  

（作業くず売却益の会計処理方法の変更） 

 第１四半期連結会計期間より、従来、営業外収益の「その他」に計上し

ておりました作業くず売却益は、その発生が恒常的なものであることか

ら、より発生態様に即した財務諸表表示とするため、「売上高」に計上し

ております。 

 これにより、営業利益が6,109千円増加しております。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「助成金収入」は、当第２四半期連結累計期間において

は営業外収益の総額の100分の20以下であり、金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表

示しております。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「助成金収入」は、当第２四半期連結会計期間において

は営業外収益の総額の100分の20以下であり、金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表

示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  減価償却の方法は、主として定率法を採用しており、当連結会計年度に係

る減価償却費の額を期間按分する方法により計上しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 ────── ※１．国庫補助金等により取得した資産につき取得価額か

ら控除されている圧縮記帳額は次のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 千円7,475

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当第２四半期

連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 

千円6,300,000

借入実行残高 千円2,900,000

差引額 千円3,400,000

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 

千円6,300,000

借入実行残高 千円2,600,000

差引額 千円3,700,000

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年９月30日現在）

（千円）

（平成22年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定  1,453,027

預入期間が３か月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  1,453,027

現金及び預金勘定  880,363

預入期間が３か月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  880,363
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          17,085千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            107千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  84,903  5.00 平成22年３月31日 平成22年６月23日  利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  84,889  5.00 平成22年９月30日 平成22年12月10日  利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類及び用途の類似性に基づいて区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

３．会計処理の方法の変更  

前第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

  

４．追加情報 

前第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  5,374,811  968,795  6,343,606  －  6,343,606

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 11,874  170,337  182,211 (182,211)  －

計  5,386,685  1,139,133  6,525,818 (182,211)  6,343,606

営業利益又は営業損失(△)  △154,544  7,346  △147,198 (15,039)  △162,237

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  10,285,073  1,986,794  12,271,867  －  12,271,867

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 22,875  334,873  357,749 (357,749)  －

計  10,307,948  2,321,668  12,629,617 (357,749)  12,271,867

営業損失(△)  △442,037  △23,813  △465,850 (29,711)  △495,562

事業区分 主要な製品 

車載・家電用機能部品事業 

エアコンパネル、描画基板、コーナーセンサーユニット、 

車載・船舶用ワイヤーハーネス、車載用スイッチ・センサー、 

洗濯機・食洗器・衣類乾燥機用電子制御基板、その他 

通信・制御機器事業 
携帯電話機用回路基板、プリンター用電子制御基板、 

産業用ロボットコントローラ、サーフェスマウンターコントローラ、その他 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 アジア……中国、ベトナム、インド 

３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

  

４．追加情報 

前第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  5,193,842  1,149,764  6,343,606  －  6,343,606

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 110,339  447,966  558,305 (558,305)  －

計  5,304,181  1,597,731  6,901,912 (558,305)  6,343,606

営業損失（△)  △115,646  △31,551  △147,198 (15,039)  △162,237

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  10,136,784  2,135,083  12,271,867  －  12,271,867

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 238,356  1,040,934  1,279,291 (1,279,291)  －

計  10,375,140  3,176,017  13,551,158 (1,279,291)  12,271,867

営業損失(△)  △402,316  △63,534  △465,850 (29,711)  △495,562
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア・・・・・中国、ベトナム、インド、東南アジア 

 (2) 欧州・・・・・・スペイン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,173,396  7,776  1,181,173

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  6,343,606

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  18.5  0.1  18.6

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,142,822  17,580  2,160,403

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  12,271,867

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  17.5  0.1  17.6
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。  

 当社グループは、製品の類似性、工程の類似性を基礎としてセグメントを構成しており、その内「車載電装品

事業」、「ホームエレクトロニクス事業」及び「情報通信機器事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「車載電装品事業」は、各種電子制御ユニット、エアコンパネル、車載・船舶用ワイヤーハーネス等を生産し

ております。「ホームエレクトロニクス事業」は、洗濯機・食器洗浄機・衣類乾燥機用電子制御基板等を生産し

ております。「情報通信機器事業」は、携帯電話機用回路基板、プリンター用電子制御基板等を生産しておりま

す。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：千円） 

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＦＡ機器、産業用ロ

ボットコントローラ等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△30,513千円であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
車載電装品 

ホーム 
エレクトロ
ニクス  

情報通信機器 計 

売上高             

外部顧客への 

売上高 
 9,615,473  3,895,659  1,654,300  15,165,432  1,067,925  16,233,358

セグメント間の内部
売上高又は振替高  176,570  122,133  23,655  322,359  2,722  325,082

計  9,792,044  4,017,792  1,677,956  15,487,792  1,070,647  16,558,440

セグメント利益  84,765  146,187  105,967  336,920  26,972  363,893

  
調整額 
（注２）  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３）  

売上高     

外部顧客への 

売上高 
 －  16,233,358

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 △325,082  －

計  △325,082  16,233,358

セグメント利益  △30,513  333,379
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 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：千円） 

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＦＡ機器、産業用ロ

ボットコントローラ等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△16,606千円であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

   

  

報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
車載電装品 

ホーム 
エレクトロ
ニクス  

情報通信機器 計 

売上高             

外部顧客への 

売上高 
 4,913,164  1,879,177  828,055  7,620,398  543,280  8,163,678

セグメント間の内部
売上高又は振替高  80,942  66,561  15,824  163,328  1,953  165,282

計  4,994,107  1,945,739  843,880  7,783,727  545,234  8,328,961

セグメント利益  19,956  66,740  57,609  144,306  15,490  159,796

  
調整額 
（注２）  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３）  

売上高     

外部顧客への 

売上高 
 －  8,163,678

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 △165,282  －

計  △165,282  8,163,678

セグメント利益  △16,606  143,190
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 681.39円 １株当たり純資産額 688.57円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 31.12円 １株当たり四半期純利益金額 2.83円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △528,580  48,106

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △528,580  48,106

期中平均株式数（千株）  16,983  16,979

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 17.91円 １株当たり四半期純利益金額 1.15円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △304,232  19,592

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △304,232  19,592

期中平均株式数（千株）  16,982  16,978
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平成22年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・84,889千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・平成22年12月10日 

 （注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 平成22年10月12日開催の取締役会において、新規事業の始動・展開に向け必要となるスペースの確保と国内製造

拠点の再構築を目的とし、新工場の建設について決議しております。 

 なお、新工場建設の概要は下記のとおりであります。 

  

(1）建設場所     静岡県掛川市初馬 

(2）建造物      鉄骨造５階建 

(3）敷地面積     7,934.63㎡ 

(4）延床面積     15,789.96㎡ 

(5）着工予定     平成22年12月 

(6）竣工予定     平成23年９月 

(7）建設費      約1,300百万円 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

ＡＳＴＩ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 藤田 和弘  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＡＳＴＩ株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成21年10月１日より適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制度及

び確定拠出年金制度へ移行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。  



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

ＡＳＴＩ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 藤田 和弘  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＡＳＴＩ株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。  



  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 ＡＳＴＩ株式会社 

【英訳名】 ASTI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 小野塚 賢平 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市南区米津町2804番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 



 当社代表取締役小野塚賢平は、当社の第48期第２四半期（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】


